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令和元年度 遠軽町財務書類【概要版】 

（統一的な基準による財務書類） 

 

１ 財務書類の解説 

（１）はじめに 

・ 公会計の整備については、平成１８年に国が示した「地方公共団体における行政改革の更

なる推進のための指針」において、国の作成基準に準拠し、４つの財務書類（貸借対照表、

行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の作成及び公表が地方公共団体に

求められているところです。 

 

 ・ 従来の財務書類の作成方式については、総務省から２つの方式（総務省方式改訂モデル、

基準モデル）が示されており、遠軽町においては「総務省方式改訂モデル」を用いて財務書

類を作成・公表してきました。 

 

・ 財務書類作成の基準が自治体によって異なることにより、市町村間の比較が難しいという

課題などがあったことから、平成２７年に、両モデルの統一を図ることが決定され、固定資

産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類作成の「統一的な基準」が総務省にお

いて示されました。これを受けて遠軽町においても、「統一的な基準」を用いて、財務書類を

作成し、公表することとしました。 

 

（２）財務書類４表の解説 

 ・財務書類４表のそれぞれ表す内容は、次のとおりです。 

区分 内容 

貸 借 対 照 表 【 Ｂ Ｓ 】 基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の

残高及び内訳）を表示したもの。 

行政コスト計算書【ＰＬ】 一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの。

（現金収支を伴わない減価償却費等も費用として計上） 

純資産変動計算書【ＮＷ】 一会計期間中の純資産及びその内部構成の変動を示

したもの。 

 

資金収支計算書【ＣF】 一会計期間中の現金の受払いを業務活動収支、投資活

動収支、財務活動収支の３つの区分に分けて示したも

の。 
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・財務書類４表構成の相互関係 

 

   貸借対照表      行政コスト計算書    純資産変動計算書    資金収支計算書 

    【BS】          【PL】         【NW】        【CF】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             ＋本年度末歳計外現金残高 

 

○貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末

歳計外現金残高を足したものと対応します。 

○貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産

変動計算書の本年度末残高と対応します。 

○行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産 

 

うち 

現金 

預金 

負債 

純資産 

 

経常費用 

経常収益 

臨時損失 

臨時利益 

純行政コスト 

 

前年度末残高 

純行政コスト 

財源 

固定資産等の変動 

本年度末残高 

 

業務活動収支 

投資活動収支 

財務活動収支 

前年度末残高 

本年度末残高 
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（３）令和元年度財務書類４表の概要 

 ・作成基準日 

  令和２年３月３１日（出納整理期間における現金の受払等を含めて取扱います。） 

 ・対象となる会計の範囲 

  令和元年度決算における財務書類は、一般会計財務書類と全体会計財務書類（一般会計＋特

別会計＋企業会計）の区分で作成しました。 

  

 ①一般会計 

  〇貸借対照表【BS】 

   ・資産は、600億 3,799万円です。 

    有形固定資産が510億 472万円とその大部分を占めています。 

   ・負債は、267億 258万円です。 

    地方債が217億 4,670万円とその大部分を占めています。 

   ・純資産は、333億 3,541万円です。 

  〇行政コスト計算書【PL】 

   ・経常費用は、133億 7,777万円です。 

    人件費などの「業務費用」が 60.3％、補助金などの「移転費用」が、39.7％となって

います。 

   ・経常収益は、6億8,200万円です。 

    受益者負担比率は5.1％で、コストの大部分は税や地方交付税などで賄われています。 

  〇純資産変動計算書【NW】 

   ・純資産は、１年間で、24億 2,214万円の減少です。 

    純資産の減少は、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益

を享受する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたことを意味します。 

  〇資金収支計算書【CF】 

   ・本年度資金収支額は、1 億 5,022 万円のマイナスとなり、本年度末資金残高は、2 億

3,672万円に減少しました。 

 

②全体会計  

  〇貸借対照表【BS】 

   ・資産は、811億 7,593万円です。 

    有形固定資産が702億 161万円とその大部分を占めています。 

   ・負債は、419億 4,911万円です。 

    地方債が286億 356万円とその大部分を占めています。 

   ・純資産は、392億 2,682万円です。 

 〇行政コスト計算書【PL】 

   ・経常費用は、178億 7,050万円です。 
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    人件費などの「業務費用」が 53.8％、補助金など「移転費用」が、46.2％となってい

ます。 

   ・経常収益は、21億 8,775万円で、受益者負担比率は22.8％です。 

  〇純資産変動計算書【NW】 

   ・純資産は、１年間で、22億 2,502万円の減少です。 

  〇資金収支計算書【CF】 

   ・本年度資金収支額は、5,645万円のプラスとなり、本年度末資金残高は、18億1,808

万円に増加しました。 

 

また、一般会計及び全体会計に係る財務書類４表について、それぞれ内容を簡潔に要約すると、

次のとおりになります。 

 

 

〇貸借対照表【ＢＳ】 （単位：百万円）

一般会計 全体会計 一般会計 全体会計

１固定資産 59,049 78,427 １固定負債 24,264 38,416

（１）有形固定資産 51,005 70,202 （１）地方債 21,747 28,604
（２）投資等 8,044 8,225 （２）退職手当引当金 2,517 2,517

２流動資産 989 2,749 ２流動負債 2,439 3,533
（１）現金預金 253 1,835 （１）１年以内償還予定地方債 2,296 2,831

（２）未収金 59 240 （２）未払金 0 545
（３）基金 680 680 （３）前受金 0 1
（４）徴収不能引当金 -3 -6 （４）賞与等引当金 127 139

（５）預り金 16 17

負債合計 26,703 41,949

一般会計 全体会計

１固定資産等形成分 59,568 78,681

２余剰分（不足分） -26,233 -39,454

純資産合計 33,335 39,227

資産合計 60,038 81,176 負債・純資産合計 60,038 81,176

金額

資産の部
金額 金額

負債の部

純資産の部
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〇行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：百万円）

一般会計 全体会計

１経常費用 13,378 17,870
（１）業務費用 8,061 9,615
（２）移転費用 5,317 8,255
２経常収益 682 2,187
（１）使用料及び手数料 382 1,150
（２）その他 300 1,037

純経常行政コスト合計 12,696 15,683

一般会計 全体会計

１臨時損失 313 330
（１）資産除売却損 313 330
２経常利益 26 26
（１）資産除売却益 25 25
（２）その他 1 1

純行政コスト 12,983 15,987

純経常行政コスト

純行政コスト

金額

金額

〇資金収支計算書【ＣＦ】 （単位：百万円）

一般会計 全体会計

１業務活動収支 420 1,092
（１）業務支出 11,159 14,828
（２）業務収入 11,463 15,803
（３）臨時支出 0 0
（４）臨時収入 116 117
２投資活動収支 -2,313 -3,074

（１）投資活動支出 3,788 4,822
（２）投資活動収入 1,475 1,748

３財務活動収支 1,743 2,039
（１）財務活動収入 2,141 2,649
（２）財務活動支出 3,884 4,688

本年度資金収支 -150 56

前年度末資金残高 387 1,762

本年度末資金残高 237 1,818

前年度末歳計外現金残高 16 16

本年度歳計外現金増減額 0 0

本年度末歳計外現金残高 16 16

本年度末現金預金残高 253 1,834

科目
金額

〇純資産変動計算書【ＮＷ】 （単位：百万円）

合計
固定資産
等形成分

余剰金
(不足分)

合計
固定資産
等形成分

余剰金
(不足分)

前年度純資産残高 35,757 60,103 -24,346 41,452 79,141 -37,689

１純行政コスト -12,983 - -12,983 -15,987 - -15,987
２財源 11,799 - 11,799 14,992 - 14,992

本年度差額 -1,184 - -1,184 -995 -995

１固定資産等の変動 - 703 -703 - 778 -778
（１）有形固定資産等の増加 - 3,499 -3,499 - 5,317 -5,317
（２）有形固定資産等の減少 - -2,412 2,412 - -3,958 3,958
（３）貸付金・基金等の増加 - 293 -293 - 96 -96
（４）貸付金・基金等の減少 - -677 677 - -677 677

２資産評価差額 6 6 - 6 6 -
３無償所管換等 -64 -64 - -64 -64 -

４その他 -1,180 -1,180 - -1,172 -1,180 8

本年度純資産変動額 -2,422 -535 -1,887 -2,225 -460 -1,765

本年度末純資産残高 33,335 59,568 -26,233 39,227 78,681 -39,454

一般会計 全体会計
科目
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２ 財務書類の分析（一般会計等） 

  財務書類や各種資料からの数値を指標に置き換えて遠軽町の財務分析をします。 

 

（１）純資産比率（％） 

   【計算式】：（BS）純資産合計÷（BS）資産合計額 

   資産のストック情報（資産額）に対する純資産の比率を算出し、保有している有形固定資

産等がどの世代の負担により行われたかを示すものです。 

 令和元年度 平成３０年度 

純資産合計額 33,335百万円 35,758百万円 

資産合計額 60,038百万円 60,734百万円 

純資産比率 55.5％ 58.9％ 

類似団体平均（H30） 

※人口1.5～3万人 
72.0％ 

遠軽町の純資産比率は、55.5%となっており、前年度より3.4%減少しました。平均値と

比べ低い水準です。 

 

（２）住民一人当たりの資産額（万円） 

   【計算式】：（BS）資産合計額÷人口（年度末現在） 

   住民一人当たりの資産額を示すものです。 

 令和元年度 平成３０年度 

資産合計額 6,003,799万円 6,073,378万円 

人口 19,446人 19,751人 

住民一人当たりの資産額 308.7 万円 307.5 万円 

類似団体平均（H30） 

※人口1.5～3万人 
265万円 

遠軽町の「住民一人当たりの資産額」は 308.7 万円で前年度より増加しており、平均値

の265 万円より高い水準です。 

資産が多いということは、それだけ住民の福祉の増進や住民サービスに寄与することにな

りますが、その一方で資産の大きさに応じて維持補修費などのコストが発生します。 
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（３）住民一人当たりの負債額（万円） 

   【計算式】：（BS）負債合計÷人口（年度末現在） 

   住民一人当たりの負債額を示すものです。 

 令和元年度 平成３０年度 

負債合計額 2,670,258万円 2,497,622万円 

人口 19,446人 19,751人 

住民一人当たりの負債額 137.3 万円 126.5 万円 

類似団体平均（H30） 

※人口1.5～3万人 
72万円 

この数字が低ければ借金が少なく、財政運営が健全であるといえますが、遠軽町は前年度

から10.8万円増加しており、平均値より高い水準となっています。 

 

（４）資産老朽化率（有形固定資産減価償却率）（％） 

   【計算式】：（BS）減価償却累計額÷（BS）取得価額等※1 

   ※1 有形固定資産－土地等の非償却資産＋減価償却累計額 

   有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の比率を算出し、資

産の耐用年数に対して、資産の取得からその程度経過しているか示すものです。 

 令和元年度 平成３０年度 

減価償却累計額 87,216百万円 85,110百万円 

取得価額等 128,993百万円 126,191百万円 

資産老朽化率 67.6％ 67.4％ 

類似団体平均（H30） 

※人口1.5～3万人 
63.3％ 

この指標が50％になると、現在保有している建物や施設の半分が、すでに帳簿上の価値を

失っているということになります。今後の施設等の更新時期や更新費用について留意する必

要があることを警告するものです。 

遠軽町の指標は、67.6％であり、老朽化が進んでいます。今後は公共施設等総合管理計画

に基づいた個別施設計画を策定し、確実に計画を推進していくことが必要となります。 
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（５）住民一人当たりの行政コスト 

   【計算式】：（PL）純行政コスト÷人口（年度末現在） 

   住民一人当たりの行政コストを表すことにより、自治体の行政活動の効率性を示すもので

す。 

 令和元年度 平成３０年度 

純行政コスト 1,298,342万円 1,228,997万円 

人口 19,446人 19,751人 

一人当たりの行政コスト 66.8 万円 62.2 万円 

類似団体平均（H30） 

※人口1.5～3万人 
56万円 

遠軽町は66.8 万円で前年度より増加しており、住民一人当たりのコストは平均値と比較

すると高い水準になっています。 

 

（６）受益者負担割合（％） 

   【計算式】：（PL）経常収益÷（PL）経常費用 

   経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者負担額）に対する経常費用（行

政サービス提供に係る負担）の比率を算出することにより、行政サービスの提供に対する受

益者負担割合を示すものです。 

 令和元年度 平成３０年度 

経常収益 682百万円 752百万円 

経常費用 13,378百万円 12,922百万円 

受益者負担比率 5.1％ 5.8％ 

類似団体平均（H30） 

※人口1.5～3万人 
4.7％ 

遠軽町の受益者負担割合は 5.1％で、前年度より減少していますが、平均値の 4.7％より

高い水準となっており、経常費用を経常収益で賄っている割合が高くなっていることを示し

ています。 


